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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータについてのトルク限界を受け取ること、
　前記モータのトルク出力をモニタリングすること、
　前記トルク出力のトルクリップルの振幅及び位相を決定すること、並びに
　前記モータについての補償トルク限界を決定することを含み、
　該補償トルク限界は、前記トルク限界での第一の成分と、調節されたトルク限界での第
二の成分とを含む、
　方法。
【請求項２】
　前記調節されたトルク限界は、前記トルクリップルの前記決定された振幅及び位相に基
づき前記トルク限界を調節することによって決定される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記補償トルク限界は、第１の持続時間及び第２の持続時間の交互のパターンを含む、
請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記トルク限界は、トルク上限である、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記トルク出力をモニタリングすることは、前記モータと関連付けられるセンサから情
報を受け取ることを含む、請求項１に記載の方法。
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【請求項６】
　前記トルク出力が前記補償トルク限界を超えたという決定に応答して操作の失敗の表示
をユーザインターフェースに出力することを更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記モータは、ステープラクランプ機構を駆動する、或いはユニバーサルジョイントを
含む駆動システムに連結される、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　モータのトルク出力をモニタリングすること、
　前記モータについてのトルク上限を受け取ること、
　トルクリップルと関連付けられる前記トルク出力の振動成分を決定すること、
　該決定された振動成分に基づき前記トルク上限を調節して、局所的に補償されたトルク
上限を創り出すこと、及び
　前記トルク出力を前記局所的に補償されたトルク上限と比較することを含む、
　方法。
【請求項９】
　前記トルク出力が前記局所的に補償されたトルク限界を超えたという決定に応答して操
作の失敗の表示をユーザインターフェースに出力することを更に含む、請求項８に記載の
方法。
【請求項１０】
　前記モータについてのトルク下限を受け取ること、
　前記決定された振動成分に基づき前記トルク下限を調節して、局所的に補償されたトル
ク下限を創り出すこと、及び
　前記トルク出力を前記局所的に補償されたトルク下限と比較することを更に含む、
　請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記振動成分を決定することは、前記トルクリップルの振幅及び位相を決定することを
含む、或いは最小平均二乗（ＬＳＭ）技法を利用することを含む、請求項８に記載の方法
。
【請求項１２】
　前記モータは、直流（ＤＣ）ブラシレスモータを含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１３】
　前記モータは、マニピュレータアームに取り付けられる医療ステープル器具のクランプ
機構を駆動させるために用いられる、請求項８に記載の方法。
【請求項１４】
　前記マニピュレータアームは、前記モータから前記医療ステープル器具に回転力を伝え
るユニバーサルジョイントを含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記振動成分は、前記ユニバーサルジョイントの位置に応じて変化する、請求項１４に
記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の参照）
　この特許出願は、２０１５年３月１７日に出願された「SYSTEMS　AND　METHODS　FOR　
MOTOR　TORQUE　COMPENSATION」という名称の米国非仮特許出願第１４／６６０，２８２
号の出願日の優先権及び利益し、その全文を本明細書中に参照として援用する。
【０００２】
　本開示は、モータトルク補償のためのシステム及び方法に関し、より具体的には、特定
のモータについてのトルク出力変動を効率的に補償するシステム及び方法に関する。
【背景技術】
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【０００３】
　電気モータが様々な用途で一般的に用いられている。そのようなモータは、電流が供給
されるときにトルク（又はリニアモータの場合には力）を生成する電気機械である。電気
モータは、様々な用途で用いられることがある。例えば、遠隔操作手術は、様々な空間内
で医療器具を動かすマニピュレータアームの使用を含む。マニピュレータアームの端にあ
る医療器具は、電気モータによって駆動させられることがある。例えば、ステープラ器具
がマニピュレータアームの遠位端に取り付けられることがある。マニピュレータアームの
近位に位置付けられるモータが、駆動シャフト及びユニバーサルジョイントのシステムを
通じてステープラに接続されてよい。そのようなシステムにモータを接続することはモー
タに負荷をかけ、それはモータのトルク出力がトルクリップル(torque　ripple)を示す原
因となる。トルクリップルは、トルク出力中に振動成分を生む。
【０００４】
　モータを安全且つ効果的に作動させて、例えば、ステープラ(stapler)のための最大の
組織厚さに適応するのに必要な力を提供するために、センサシステムが用いられる。例え
ば、センサシステムは、トルク出力が所定のトルク限界を超えないのを保証するために用
いられてよい。トルクリップルが起こるときには、トルク出力の振動成分に適応するよう
、予め定められた最大モータトルク限界が均一に変えられてよい。しかしながら、最大の
モータトルク限界を均一に変更することは、ステープラが日常的に適応し得る組織厚さを
変更する。最大の組織厚さに適応するのにステープラが必要とする力に適応しながら、モ
ータの安全且つ効果的に作動を可能にする、システム及び方法が必要とされる。
【発明の概要】
【０００５】
　本発明の実施態様は、以下に続く特許請求の範囲によって要約される。
【０００６】
　１つの例によれば、方法が、モータについてのトルク限界を受け取ること、モータのト
ルク出力をモニタリングすること、トルク出力のトルクリップルの振幅及び位相を決定す
ること、並びにモータについての補償トルク限界を決定することを含み、補償トルク限界
は、トルク限界での第一の成分と、調節されたトルク限界での第二の成分とを含む。
【０００７】
　１つの例によれば、方法が、モータのトルク出力をモニタリングすること、モータにつ
いてのトルク上限を受け取ること、トルクリップルと関連付けられる前記トルク出力の振
動成分を決定すること、決定された振動成分に基づきトルク上限を調節して、局所的に補
償されたトルク上限を創り出すこと、及びトルク出力を局所的に補償されたトルク上限と
比較することを含む。
【０００８】
　１つの例によれば、医療器具システムが、モータと、プロセッサとメモリとを含む制御
システムとを含み、メモリは、機械可読指令を含み、機械可読指令は、プロセッサによっ
て実行されるときに、制御システムに、モータのトルク出力をモニタリングさせ、トルク
リップルと関連付けられるトルク出力の振動成分を決定させ、トルク上限を受け取らせ、
振動成分に基づきトルク上限を調節して、局所化された補償トルク上限を創り出し、トル
ク出力が局所化された補償トルク上限を超えたという決定に応答する動作の失敗の表示を
ユーザインターフェースに出力させる。
【０００９】
　１つの例によれば、医療器具システムが、モータと、プロセッサとメモリとを含む制御
システムとを含み、メモリは、機械可読指令を含み、機械可読指令は、プロセッサによっ
て実行されるときに、制御システムに、モータについてのモータトルク限界を受け取らせ
、モータのトルク出力をモニタリングさせ、トルク出力のトルクリップルの振幅及び位相
を決定させ、トルクリップルに基づきモータについての局所的に補償されたトルク限界を
決定させる。
【００１０】
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　本開示の特徴は、添付の図面と共に判読されるときに、以下の詳細な記述から最良に理
解される。業界の標準的な慣行に従って、様々な構成を一定の縮尺で描いていないことを
強調する。実際には、議論の明瞭性のために様々な構成の寸法を任意に増減させることが
ある。加えて、本開示は、様々な例において、参照番号及び／又は文字を反復することが
ある。この反復は簡潔性及び明瞭性の目的のためであり、それ自体は議論する様々な実施
態様及び／又は構成の間の関係を決定しない。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１Ａ】本開示の実施態様に従った遠隔操作医療システムの概略図である。
【００１２】
【図１Ｂ】多くの実施態様に従った遠隔操作医療システムのための外科医制御コンソール
の斜視図である。
【００１３】
【図１Ｃ】多くの実施態様に従った遠隔操作医療システムの電子機器カートの斜視図であ
る。
【００１４】
【図１Ｄ】本明細書に記載する原理の１つの例に従った患者側カートの斜視図である。
【００１５】
【図２】本明細書に記載する原理の１つの例に従ったモータによって駆動させられる医療
器具を例示する図である。
【００１６】
【図３Ａ】本明細書に記載する原理の１つの例に従ったトルク限界に対するトルク出力を
示すグラフである。
【００１７】
【図３Ｂ】本明細書に記載する原理の１つの例に従った例示的な補償トルク限界を示すグ
ラフである。
【００１８】
【図４】本明細書に記載する原理の１つの例に従った例示的な補償トルク限界を示すグラ
フである。
【００１９】
【図５】本明細書に記載する原理の１つの例に従ったトルク下限についての例示的な補償
トルク限界を示すグラフである。
【００２０】
【図６】本明細書に記載する原理の１つの例に従ったトルクリップルに基づくトルク限界
を調節するための例示的な方法を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本開示の原理の理解を促進する目的のために、図面に例示される実施態様を参照し、特
定の言語を用いて実施態様を記載する。それにも拘わらず、本開示の範囲の限定は意図さ
れていないことが理解されるであろう。本発明の特徴の以下の詳細な説明では、開示の実
施態様の網羅的な理解を提供するために、数多くの特定の詳細を示す。しかしながら、こ
の開示の実施態様がこれらの特定の詳細なしに実施される場合があることが当業者に明ら
かであろう。他の場合には、本発明の実施態様の特徴不必要に曖昧にしないよう、周知の
方法、手順、コンポーネント（構成部品）、及び回路は、詳細に記載されていない。
【００２２】
　記載するデバイス、器具、方法、及び本開示の原理のあらゆる更なる用途は、本開示が
関係する当業者の心に通常起こるように、十分に想定される。特に、１つの実施態様に関
して記載する構成、コンポーネント（構成部品）、及び／又はステップは、本開示の他の
実施態様に関して記載する構成、コンポーネント、及び／又はステップと組み合わせられ
てよいことが十分に想定される。加えて、本明細書で提供される寸法は特定の実施例のた
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めであり、異なるサイズ（大きさ）、寸法、及び／又は比率を利用して、本開示の着想を
実施してよいことが想定される。不必要な記述上の反復を避けるために、１つの例示的な
実施態様に従って記載された１つ又はそれよりも多くのコンポーネント又は行為（アクシ
ョン）は、他の例示的な実施態様から適用可能であるものとして使用され或いは省略され
ることができる。簡潔性のために、これらの組み合わせの数多くの反復を個別に記載しな
い。簡素化のために、幾つかの場合には、同一又は類似の部分に言及するために、図面を
通じて同じ参照番号を用いる。
【００２３】
　上述のように、モータにかかる負荷は、あらゆる振動を補償するために、モータのトル
ク出力がトルクリップル(torque　ripple)を示す原因となることがある。従来的に、予め
定められた最大モータトルク限界は、トルク出力の振動成分に適応するように変更される
。しかしながら、最大モータトルク限界を変更することは、モータによって作動させられ
る器具の有効性を変更する。例えば、最大モータトルク限界を下げることは、ステープラ
が適応し得る組織厚さを減少させる。本明細書で記載する原理によれば、動的で適応性の
あるトルク限界が用いられる。そのようなトルク限界は、リアルタイムでトルクリップル
を補償する。具体的には、モータの特定の動作についてのトルク限界が受け取られる。モ
ータの動作中、トルクリップルの特性がリアルタイムで決定される。より詳細に記載する
ように、トルクリップルは、様々な要因に基づき、リアルタイムで変化することがある。
トルクリップルに関連して取得される情報を使用して、受け入れられるトルク限界をリア
ルタイムで調節して、動的トルク限界を創り出す。動的なトルク限界は、トルク出力にお
ける振動を補償するために動的に調節されるので、動的なトルク限界を、補償されたトル
ク限界と呼ぶこともある。よって、動的なトルク限界は、当初に受け入れられたトルク限
界の代わりに用いられる。モータのトルク出力が動的トルク限界を超えるならば、制御シ
ステムが応答し得る。例えば、制御システムは、モータによって作動させられている器具
の操作者に、操作(operation)の失敗(failure)が生じている場合があることを警告してよ
い。
【００２４】
　そのような動的トルク限界の使用は、様々な状況において有利なことがある。一例にお
いて、遠隔操作手術システムのためのステープラ器具は、モータによって駆動されてよい
。ステープラ機構の特定の動作(operation)について、モータのトルク出力に限界がある
場合がある。そのような限界に達すると、それは操作が正しく行われなかったことを示し
たり、組織の厚さを制御するために、出力トルクが較正された限界を超えてならないこと
を示したりすることがある。よって、遠隔操作手術システムは、可能な操作上の失敗を使
用者に警告するように構成されてよい。しかしながら、ステープラ器具を駆動するモータ
が受けるトルクリップルの故に、そのような警報が不必要に引き起こされることがある。
本明細書に記載する動的限界を用いることは、そのような警告を防止する。動的トルク限
界に関して本明細書に記載する原理は、遠隔操作手術システムのためのステープラ器具の
脈絡において記載される。しかしながら、そのような動的トルク限界は、機械的システム
を駆動するモータのトルク出力をモニタリング（監視）することを含む他の状況において
用いられてよいことが理解されよう。
【００２５】
　図面の図１Ａを参照すると、例えば、診断、治療、又は外科処置を含む医療処置におけ
る使用のための遠隔操作医療システムが、参照番号１０によって一般的に示されている。
記載するように、この開示の遠隔操作医療システムは、外科医の遠隔操作制御の下にある
。代替的な実施態様において、遠隔操作医療システムは、処置又は下位処置を実行するよ
うにプログラムされたコンピュータの部分的な制御の下にあってよい。更に他の代替的な
実施態様では、処置又は下位処置を実行するようにプログラムされたコンピュータの完全
な制御の下で、完全に自動化された医療システムを使用して、処置又は下位処置を実行し
てよい。図１Ａに示すように、遠隔操作医療システム１０は、一般的に、患者Ｐが位置付
けられる手術台Ｏ又はその付近に取り付けられる遠隔操作アセンブリ１２を含む。遠隔操
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作アセンブリ１２を患者側カートと呼ぶことがある。医療器具システム１４が、遠隔操作
アセンブリ１２に動作可能に連結される。オペレータ入力システム１６は、外科医又は他
の種類の臨床医Ｓが手術部位の画像又は手術部位を表す画像を見て、医療機器システム１
４の動作を制御するのを可能にする。
【００２６】
　操作者入力システム１６は、外科医コンソールに配置されてよく、外科医コンソールは
、普通、手術台Ｏと同じ部屋に配置される。しかしながら、外科医Ｓを患者Ｐと異なる部
屋又は完全に異なる建物内に配置し得ることが理解されるべきである。操作者入力システ
ム１６は、一般的に、医療機器システム１４を制御する１つ又はそれよりも多くの制御デ
バイスを含む。（複数の）制御デバイスは、取っ手、ジョイスティック、トラックボール
、データグルーブ、トリガガン、手動操作コントローラ、音声認識装置、タッチスクリー
ン、身体運動又は存在センサ等のような、任意の数の様々な入力デバイスのうちの１つ又
はそれよりも多くを含んでよい。幾つかの実施態様において、（複数の）制御デバイスは
、遠隔操作アセンブリの医療機器と同じ自由度を備えて、外科医にテレプレゼンス、即ち
、外科医が恰も手術部位に存在しているかのように器具を直接的に制御しているという強
い感覚を有するような、（複数の）制御デバイスが器具と一体であるという知覚を提供す
る。他の実施態様において、（複数の）制御装置は、関連する医療器具よりも多い又は少
ない自由度を有して、外科医に依然としてテレプレゼンスを提供する。幾つかの実施態様
において、（複数の）制御装置は、６つの自由度で動く手動入力デバイスであり、手動入
力デバイスは、器具を作動させるための（例えば、把持ジョーを閉じる、電極に電位を印
加する、薬物治療を施す等のための）作動可能なハンドルを含んでもよい。
【００２７】
　遠隔操作アセンブリ１２は、外科医Ｓがコンソール１６を通じて外科部位を見る間に、
医療機器システム１４を支持し且つ操作する。立体内視鏡のような内視鏡１５によって手
術部位の画像を取得することができ、遠隔操作アセンブリ１２によって内視鏡１５を操作
して、内視鏡１５を方向付けることができる。電子機器カート１８を用いて、外科医コン
ソール１６を通じた外科医Ｓへの後続の表示のために手術部位の画像を処理することがで
きる。一度に用いられる医療器具システム１４の数は、一般的に、他の要因の中でも、診
断又は外科処置及び手術室内の空間的制約に依存する。遠隔操作アセンブリ１２は、１つ
又はそれよりも多くの非サーボ制御リンク（例えば、一般的にセットアップ構造と呼ばれ
る、手動で位置決めされ且つ所定の場所に係止されてよい１つ又はそれよりも多くのリン
ク）及び遠隔操作マニピュレータの運動学的機構を含んでよい。遠隔操作アセンブリ１２
は、医療機器システム１４上の入力を駆動する複数のモータを含む。これらのモータは、
制御システム（例えば、制御システム２０）からの命令に応答して動く。モータは、駆動
システムを含み、駆動システムは、医療器具システム１４に連結されるときに、医療器具
を自然に又は外科的に創り出された解剖学的オリフィス内に前進させることがある。他の
電動駆動システムは、医療器具の遠位端を、３つ程度の線形運動（例えば、Ｘ，Ｙ，Ｚデ
カルト軸に沿う線形運動）及び３つの程度の回転運動（例えば、Ｘ，Ｙ，Ｚデカルト軸に
ついての回転）を含んでよい、多数の自由度において動かしてよい。加えて、生検デバイ
ス等のジョー内で組織を把持するよう器具の関節作動可能なエンドエフェクタを作動させ
るために、モータを使用することができる。
【００２８】
　遠隔操作医療システム１０は、制御システム２０も含む。制御システム２０は、少なく
とも１つのメモリと、少なくとも１つのプロセッサ（図示せず）とを含み、典型的には、
医療機器システム１４と、操作者入力システム１６と、電子機器システム１８との間の制
御をもたらす、複数のプロセッサを含む。制御システム２０は、本明細書で開示する特徴
に従って記載する方法の一部又は全部を実装（実施）するプログラムされた命令（例えば
、命令を格納するコンピュータ可読媒体）を含む。制御システム２０は、図１Ａの簡略化
された概略図中に単一のブロックとして示されているが、システムは、２つ又はそれより
も多くのデータ処理回路を含んでよく、処理の一部は、遠隔操作アセンブリ１２で又はそ
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の付近で任意的に実行され、処理の他の部分は、操作者入力システム１６で実行される等
である。多種多様な集中型又は分散型のデータ処理アーキテクチャのうちのいずれが利用
されてよい。同様に、プログラムされる命令は、多数の別個のプログラム又はサブルーチ
ンとして実装されてよく、或いはそれらは本明細書に記載する遠隔操作システムの数多く
の他の特徴に組み込まれてよい。１つの実施態様において、制御システム２０は、Blueto
oth（登録商標）、IrDA、HomeRF、IEEE　802.11、DECT、及びWireless　Telemetryのよう
な、無線通信プロトコルをサポートする。
【００２９】
　幾つかの実施態様において、制御システム２０は、医療機器システム１４から力及び／
又はトルクフィードバックを受け取る１つ又はそれよりも多くのサーボコントローラを含
んでよい。フィードバックに応答して、サーボコントローラは、操作者入力システム１６
に信号を送信する。（複数の）サーボコントローラは、信号を送信して、身体の開口を介
して患者の身体内の内部手術部位に延びる（複数の）医療機器システム１４を移動させる
ことを遠隔操作アセンブリ１２に指示してよい。任意の適切な従来的な又は特別なサーボ
コントローラが用いられてよい。サーボコントローラは、遠隔操作アセンブリ１２と別体
であってよく、或いは遠隔操作アセンブリ１２と一体であってよい。幾つかの実施態様に
おいて、サーボコントローラ及び遠隔操作アセンブリは、患者の身体に隣接して位置付け
られる遠隔操作アームカートの部分として提供される。
【００３０】
　遠隔操作医療システム１０は、照明システム、操縦制御システム、洗浄システム、及び
／又は吸引システムのような、任意的な操作及び支持システム（図示せず）を更に含んで
よい。代替的な実施態様において、遠隔操作システムは、１つよりも多くの遠隔操作アセ
ンブリ及び／又は１つよりも多くの操作入力システムを含んでよい。マニピュレータアセ
ンブリの正確な数は、他の要因の中でも、外科処置及び手術室内の空間的制約に依存する
。操作者入力システムは並置されてよく、或いはそれらは別個の場所に位置付けられてよ
い。多数の操作者入力システムは、１人よりも多くの操作者が１つ又はそれよりも多くの
マニピュレータアセンブリを様々な組み合わせにおいて制御するのを可能にする。
【００３１】
　図１Ｂは、外科医コンソール１６の斜視図である。外科医コンソール１６は、奥行き知
覚を可能にする手術部位の協調された(coordinated)立体視(stereoscopic　view)を外科
医Ｓに提示するための左眼用ディスプレイ３２及び右眼用ディスプレイ３４を含む。外科
医コンソール１６は、１つ又はそれよりも多くの入力制御デバイス３６を更に含み、入力
制御デバイス３６は、次に、遠隔操作アセンブリ１２に１つ又はそれよりも多くのツール
を操作させる。入力制御デバイス３６は、それらの関連する器具１４と同じ自由度を提供
して、外科医Ｓに、テレプレゼンス、又は外科医が器具１４を直接的に制御しているとい
う強い感覚を有するような、入力制御デバイス３６が器具１４と一体であるという知覚を
提供する。この目的を達成するために、位置、力、及び触覚フィードバックセンサ（図示
せず）を利用して、器具１４からの位置、力、及び触覚刺激を、入力制御デバイス３６を
通じて外科医の両手に戻してよい。
【００３２】
　図１Ｃは、電子機器カート１８の斜視図である。電子機器カート１８は、内視鏡１５と
連結されることができる。電子機器カート１８は、例えば、外科医コンソール上の外科医
への或いはローカルに及び／又は遠隔に配置される他の適切なディスプレイ上での、後続
の表示のために、取り込んだ（キャプチャした）画像を処理する、プロセッサを含むこと
ができる。例えば、立体内視鏡が用いられる場合、電子機器カート１５は、取り込んだ画
像を処理して、手術部位の協調された立体画像を外科医に提示することができる。そのよ
うな協調(coordination)は、対向する画像間の整列（位置合わせ）を含むことができ、立
体内視鏡の立体作動距離を調節することを含むことができる。他の例として、画像処理は
、光学収差のような、画像取込みデバイスの結像誤差を補償する、前もって決定されるカ
メラ較正パラメータの使用を含むことができる。電子機器カート１８は、ディスプレイモ
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ニタ及び制御システム２０のコンポーネントを含んでもよい。
【００３３】
　図１Ｄは、患者側カートと呼ぶことがある遠隔操作アセンブリ１２の斜視図である。図
示の患者側カート１２は、３つの手術ツール２６及び処置部位の画像の取込みのために用
いられる立体内視鏡のような撮像デバイス２８の操作を提供する。撮像デバイスは、ケー
ブル５６を通じて電子機器カート１８に信号を送信してよい。操作は、多数のジョイント
（関節）を有する遠隔操作機構によって提供される。撮像デバイス２８及び手術ツール２
６は、運動学的な遠隔中心を切開部に維持して切開部のサイズを最小にするよう、患者の
切開部を通じて位置付けられ且つ操作されることができる。手術部位の画像は、手術ツー
ル２６が撮像デバイス２８の視野内に位置付けられるときの、手術ツール２６の遠位端の
画像を含むことができる。
【００３４】
　患者側カート２２は、駆動可能なベース５８（基部）を含む。駆動可能なベース５８は
、アーム５４の高さの調節を可能にする入れ子式のコラム５７に接続される。アーム５４
は、回転し且つ上下に動く回転するジョイント５５を含んでよい。アーム５４の各々は、
配向プラットフォーム５３に接続されてよい。配向プラットフォーム５３は、３６０度の
回転が可能であってよい。患者側カート２２は、配向プラットフォーム５３を水平方向に
移動させる入れ子式の水平片持ち梁５２（カンチレバー）を含んでもよい。
【００３５】
　本実施例では、アーム５４の各々がマニピュレータアーム５１に繋がる。マニピュレー
タアーム５１は、医療器具２６に直接的に繋がってよい。マニピュレータアーム５１は、
遠隔操作可能であってよい。幾つかの例において、配向プラットフォームに繋がるアーム
５４は、遠隔操作可能でない。むしろ、そのようなアーム５４は、外科医１８が遠隔操作
コンポーネントで操作を開始する前に、所望に位置付けられる。
【００３６】
　図２は、モータ２１０によって駆動される医療器具２２０を含むシステム２００を例示
する図である。本例によれば、システム２００は、制御システム２０２、センサ２０８、
及びモータ２１０を有する、シャーシ２２４を含む。システム２００は、駆動システム２
１４を含むマニピュレータアーム２１２も含む。駆動システム２１４は、駆動シャフト２
１６と、ユニバーサルジョイント２１８とを含む。駆動システム２１４は、モータ２１０
をステープラ器具２２０に接続する。
【００３７】
　ステープラ器具２２０は、組織を互いにステープル留めするために使用されることがで
きる。ステープラ器具２２０は、ステープラがそれらの部分を互いにステープル留めする
前に、組織の２つの部分を互いにクランプするクランプ機構２２２を含む。よって、その
ようなステープラ器具２２２は、２つの主な操作を含む。第１の操作は、クランプ機構２
２２がステープル留めされるべき組織をクランプするクランプ操作である。第２の操作は
、ステープラがクランプされた組織内に挿入されるステープル操作である。そのようなス
テープラの様々な実施態様は、（２０１４年１月１３日に出願された）（「Torque　Comp
ensation」を開示する）米国特許出願第１４／１５４，０７、（２０１４年１月１３日に
出願された）（「Clamping　Instrument」を開示する）米国特許出願第１４／１５４，０
６７号、及び（２０１４年１月１３日に出願された）（「Motor　Assembly」を開示する
）米国特許出願第１４／１５４，０８７号に記載されており、それらの全文を本明細書中
に参照として援用する。
【００３８】
　本例において、モータ２１０は、クランプ機構２２２を駆動する。より具体的には、モ
ータ２１０の回転は、クランプ機構２２２にクランプ操作を行わせる。モータ２１０によ
って提供される、トルクと呼ばれる回転力は、駆動システム２１４を通じて、ステープラ
器具２２０に伝えられる。ステープラ器具は、モータによって提供される回転力をクラン
プ機構２２２によって適用される線形力に伝える、親ネジのような機構を含んでよい。
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【００３９】
　駆動システム２１４は、マニピュレータアーム２１２内に位置付けられるユニバーサル
ジョイント２１２及び駆動シャフト２１６のセットを含む。モータ２１０は、第１の駆動
シャフト２１６－１に接続される。よって、モータ２１０の回転は、第１の駆動シャフト
２１６－１の回転を引き起こす。第１の駆動シャフト２１６－１は、第１のユニバーサル
ジョイント２１８－１を通じて第２の駆動シャフト２１６－２に接続される。よって、第
１のユニバーサルジョイント２１８－１は、第１の駆動シャフト２１６－１の回転運動を
第２の駆動シャフト２１６－２に伝える。第２の駆動シャフト２１６－２は、第２のユニ
バーサルジョイント２１８－２を通じて第３の駆動シャフト２１６－３に接続される。よ
って、第２のユニバーサルジョイント２１８－２は、第２の駆動シャフト２１６－２の回
転運動を第３の駆動軸２１６－３に伝える。第３の駆動シャフト２１６－３は、ステープ
ラ器具２２０のクランプ機構２２２に接続される。
【００４０】
　ユニバーサルジョイントを使用するとき、２つの隣接する駆動シャフトの間の角度は、
入力シャフトの一定の回転速度にも拘わらず、出力駆動シャフトを様々な速度で回転させ
る。例えば、第１の駆動シャフト２１６－１の一定の回転は、第２の駆動シャフト２１６
－２の異なる回転を引き起こす。同様に、第３の駆動シャフト２１６－３の回転は、第２
の駆動シャフト２１６－２と第３の駆動シャフト２１６－３との間の角度の故に、更に変
化させられる。よって、駆動システム２１４は、モータ２１０に接続されるときに、トル
クリップルを引き起こす負荷をモータ２１０にかける。トルクリップルは、トルク出力中
に振動成分を創り出す。
【００４１】
　制御システム２０２は、モータ２１０を制御して、モータ２１０のトルク出力が予め定
められた限界を超えないことを保証するために用いられる。例えば、トルク出力がそのよ
うな限界を超えるならば、それはクランプ操作が正しく行われなかったことを示すことが
ある。制御システム２０２は、モータ２１０のトルク出力を測定するセンサ２０８からデ
ータを受信する。次に、制御システム２０２は、測定されたトルク出力をトルク限界と比
較する。本明細書に記載する原理によれば、制御システム２０２は、トルク出力のトルク
リップル又は振動成分を決定する。リアルタイムでは、制御システム２０２は、トルク限
界を調節して、動的トルク限界を創り出す。次に、制御システム２０２は、トルク出力を
動的トルク限界と比較することができる。そのようにすることは、トルク出力が許容可能
か否かについてのより正確に決定をもたらし、コントローラがトルク限界のベース成分を
制御しながら振動を補償するのを可能にする。１つの実施形態において、振動成分を決定
することは、振動成分の振幅及び位相を決定することを含んでよく、或いは最小平均二乗
（ＬＳＭ）技法を利用することを含を含んでよい。１つの実施形態において、モータは、
直流（ＤＣ）ブラシレスモータを含んでよい。
【００４２】
　制御システム２０２は、プロセッサ２０４と、メモリ２０６とを含む。メモリ２０６は
、（ランダムアクセス記憶装置（ＲＡＭ）のような）揮発性メモリ及び（ソリッドステー
ト記憶装置のような）不揮発性メモリを含む、様々な種類のメモリを含んでよい。メモリ
２０６は、コンピュータ可読指令を格納してよく、コンピュータ可読指令は、プロセッサ
２０４によって実行されると、制御システム２０２に、本明細書に記載する機能を含む、
様々な機能を実行させる。メモリ２０６は、トルク出力、トルク限界、動的トルク限界、
及び他のデータポイント(data　points)を表す、データを格納してもよい。
【００４３】
　図２は、全てが同じシャーシ２２４内にある、制御システム２０２、センサ２０８、及
びモータ２１０を例示しているが、他の実施態様は、異なって構成されてよい。例えば、
幾つかの実施態様において、制御システム２０２は、センサ２０８と依然として連通する
、他の場所に配置されてよい。その上、図２は、二重ユニバーサルジョイント駆動システ
ム２１４を例示しているが、他の実施態様は、単一のユニバーサルジョイント駆動システ
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ム又は２つよりも多くのユニバーサルジョイントを備える駆動システムを有してよい。
【００４４】
　図３Ａは、モータ（例えば、図２のモータ２１０）のトルク出力３１０を示すグラフ３
００である。本例によれば、垂直軸３０２は、モータトルクを表しており、水平軸３１４
は、時間を表している。グラフ３００は、目標トルク３０６、トルク上限３０４、及びト
ルク下限３１２を示している。
【００４５】
　目標トルク３０６は、特定の操作を実行するのに望ましいトルクレベルを表す。例えば
、クランプ操作を正確に行うためには、モータのトルク出力３１０が特定のトルクレベル
に達しなければならないことが知られている。このトルクレベルは、目標トルク３０６と
して定義される。幾つかの例において、目標トルク３０６は、トルクレベルの範囲として
定義されてよい。
【００４６】
　トルク上限３０４は、もし達するならば、操作が正しく実行されなかったことを示すト
ルクレベルを表す。換言すると、トルク出力３１０がそのようなレベルを超えるならば、
それは組織がクランプ機構内で所望にクランプされなかったことを示すことがある。これ
はステープラの操作者が知ることが重要である。何故ならば、組織がクランプ機構内で適
切にクランプされていない場合には、ステープル操作が遂行されるべきでないからである
。トルク下限３１２は、同様の機能を遂行してよい。
【００４７】
　モータトルク出力３１０は、基本成分３０８(base　component)と、トルク出力３１０
と基本成分３０８との間の差である振動成分(oscillation　component)を含む。基本成分
３０８は、電気信号の直流（ＤＣ）成分に類似する。発振成分は、電気信号の交流（ＡＣ
）成分に類似する。振動成分は、モータが受けるトルクリップルによって引き起こされる
。上述のように、駆動システムによってモータにかけられる負荷は、トルクリップルを引
き起こし得る。加えて、駆動システムが位置を変えると、トルクリップルは影響を受ける
。具体的には、マニピュレータアームが動くと、駆動シャフトが交わる角度は変化する。
トルクリップルは駆動シャフトが交わる角度の影響を受けるので、角度が変化するとトル
クリップルは変化する。
【００４８】
　モータが受けるトルクリップルは、それ自体がいくつかの成分を有することがある。ト
ルクリップルは、トルク高調波(torque　harmonics)に更に分解されてよい。例えば、幾
つかのトルク出力は、１×トルク高調波、２×トルク高調波、及び４×トルク高調波の組
み合わせを表すことがある。トルク高調波は、モータの１回の機械的回転の逆数の整数倍
である空間周波数でのトルク出力の偏差(deviations)を表す。例えば、１×トルク高調波
は、ロータ回転の１周期に亘る単一の正弦波のように見えることがある。２×トルク高調
波は、ロータ回転の１周期に亘る２つの完全な正弦波のように見えることがある。
【００４９】
　基本成分３０８は、トルク上限３０４を超えることなく目標トルクに近づくのが望まし
い。しかしながら、トルクリップルによって引き起こされる振動成分では、トルク出力３
１０がトルク限界３１６，３１８を超える時点３１６，３１８がある場合がある。本明細
書で記載する原理によれば、この問題は、トルク限界３０４を局所的に変化させて、振動
成分を考慮することによって、緩和される。トルク限界全体を一様に超えるよりもむしろ
、限定的な持続時間に亘って局所化された修正されたトルク限界は、目標トルクが、例え
ば、駆動させられる器具のための最大の操作力、例えば、最大量の組織をクランプするの
に必要とされる力を提供するのに必要とされるレベルに留まるのを可能にする。
【００５０】
　図３Ｂは、動的トルク限界３２６を示すグラフ３３０である。本例によれば、トルク限
界３０４は、動的トルク限界３２６を創り出すように調節される。これは周期、位相、及
び振幅３２０のような、振動成分の特性を決定することによって行われてよい。次に、こ
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れらの特性に基づきトルク限界３０４を局所的に調節して、動的トルク限界３２６を創り
出すことができる。例えば、振動の周期の部分（例えば、振動振幅が基本成分よりも大き
い部分）に亘って、振動の異なる振幅がトルク限界に加えられてよい。代替的に、振幅の
所定の百分率が、振動の周期の部分に亘ってトルク限界に加えられてよい。代替的に、振
動のピーク振幅が、振動の周期の部分に亘ってトルク限界に加えられてよい。図３Ｂの実
施態様において、動的トルク限界は、切り取られた(clipped)正弦プロファイルを有する
が、振動成分の周期、位相、及び／又は振幅に基づきトルク限界の局所的変化をもたらす
他のプロファイルが、動的トルク限界として用いられてよい。
【００５１】
　図３Ｂの例において、動的トルク上限３２６は、切り取られた正弦波として現れている
。具体的には、動的トルク限界は、２つの種類の成分を有する。第１の持続時間成分３２
２の間に、トルク限界は、元のトルク限界３０４と一致する。しかしながら、第２の持続
時間成分３２４の間に、トルク限界は、トルク出力３１０の検出された振動成分に基づき
増加させられる。よって、時点３１６及び３１８で、トルク出力３１０は、元のトルク限
界３０４を超えるとしても、動的トルク限界３２６を超えない。よって、システムは、シ
ステムが振動を取り扱い得る間に、トルク出力の関連部分（即ち、基本成分４０８）がト
ルク限界３０４を超えたことを誤って示さない。様々な実施態様では、動的トルク下限が
、振動成分に基づきトルク下限３１２を調節することによって決定されてよい。
【００５２】
　図４は、例示的な全正弦(full　sinusoidal)動的トルク限界４１２を示すグラフ４００
である。再び、垂直軸４０２は、モータトルクを表しており、水平軸４１４は、時間を表
している。モータのトルク出力４１０は、基本成分４０８と、振動成分とを含む。グラフ
４００は、目標トルク４０６と、トルク限界４０４とを示している。
【００５３】
　この例では、トルク出力４１０の振動成分を元のトルク限界４０４に加えることによっ
て、動的トルク限界４１２を創り出すことができる。よって、動的トルク限界４１２は、
トルク出力４１０の振動成分と一致する正弦波として現れる。振動の全周期に亘って動的
なトルク限界を提供することは、特定の用途において有用なことがある。例えば、振動成
分の下方部分と一致する時点４１６で、モータトルク４１０の基本成分４０８にスパイク
(spike)が生じることがある。これは、たとえ基本成分４０８がトルク限界４０４を超え
るとしても、トルク出力４１０がトルク限界４０４を超えないようにさせることがある。
そのような場合、システムは、クランプ操作が失敗したかもしれないが、システムはそう
でないことを、操作者に警告しなければならない。トルク出力４１０は、動的トルク限界
４１２を超える。しかしながら、動的トルク限界４１２に基づき警告することは、トルク
出力の関連部分（即ち、基本成分）がトルク限界４０４を超えることを適切に示す。
【００５４】
　トルク出力４１０の振動成分を補償することは、様々な方法で制御システム（例えば、
図２の２０２）によって実行されてよい。制御システムは、トルク出力４１０のデジタル
表現及びトルク限界４０４のデジタル表現を格納する。特定の時点で、トルク出力４１０
の値がトルク限界４０４の値を超えるならば、システムは、相応して操作者に警告するこ
とができる。しかしながら、上述のようにトルク限界４０４を調節することによって、制
御システムは、トルク出力４１０の値とトルク限界４０４の値との間の数学的差を本質的
に調整している。具体的には、振動の値又は部分値をトルク限界の値に加えることによっ
て、動的トルク限界４１２が創り出される。しかしながら、幾つかの例では、振動成分の
値をトルク限界４０４に加える代わりに、制御システムは、トルク出力４１０のデジタル
表現から振動成分を差し引くことによって、同じ機能を実行することができる。よって、
実際のトルク出力４１０は、振動成分を依然として示すが、トルク出力４１０のデジタル
表現はそうでない。よって、トルク出力４１０のデジタル表現から振動成分を差し引くこ
とは、振動成分をトルク限界４０４に加えて動的トルク限界４１２を創り出すのと同じ方
法において、トルク出力４１０とトルク限界４０４との間の数学的差を調節する。
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【００５５】
　図５は、トルク下限５１２についての例示的な動的トルク限界５１０を示すグラフ５０
０である。再び、垂直軸５０２は、モータトルクを表しており、水平軸５０４は、時間を
表している。モータのトルク出力５０８は、基本成分５０６と、振動成分とを含む。幾つ
かの場合には、トルク出力が特定のレベルより下に落ちないことを保証することが望まし
い場合がある。よって、図３Ａ、３Ｂ、及び図４に例示するようなトルク上限の代わりに
、トルク下限５１２を用いることができる。トルク上限と同様に、制御システムは、トル
ク出力５０８の振動成分を決定し、振動成分に関連する情報を用いて、調節されたトルク
下限５１０を創り出す。よって、トルク出力５０８は、トルクリップルの故に、トルク下
限５１２より下に落ちるが、トルク出力は動的トルク下限５１０より下に落ちない。
【００５６】
　図６は、トルクリップルに基づきトルク限界を調節する例示的な方法６００を示すフロ
ーチャートである。本例によれば、方法６００は、モータについてのモータトルク限界を
受信するステップ６０２を含む。上述のように、制御システムは、ステープラ器具のクラ
ンプ操作のような特定の種類の操作についてのトルク限界を受信してよい。トルク限界は
、もし達するならば、クランプ操作が成功裡に行なわれなかったことを示す、既知のトル
クレベルに基づく。
【００５７】
　方法６００は、モータのトルク出力をモニタリングするステップ６０４を更に含む。こ
れはモータに接続されるセンサの使用によって行われてよい。上述のように、トルク出力
は、基本成分と、トルクリップルに関連する振動成分とを含む。トルクリップルは、モー
タに取り付けられる負荷によって部分的に引き起こされることがある。具体的には、モー
タをクランプ機構に接続する１つ又はそれよりも多くのユニバーサルジョイントのシステ
ムがあってよい。トルクリップルは、それらのユニバーサルジョイントの位置の変化によ
って影響を受ける。よって、トルク出力は、リアルタイムでモニタリングされる。
【００５８】
　方法６００は、トルク出力のトルクリップルの振幅及び位相を決定するステップ６０６
０を更に含む。換言すれば、トルク出力の振動成分の特性が決定される。これらの特性は
、駆動シャフト及びユニバーサルジョイントを支持するマニピュレータアームが位置を変
えるのに応じて、リアルタイムで変化する。よって、振動成分の振幅及び位相を決定する
ことは、リアルタイムで行われる。
【００５９】
　方法６００は、モータについての動的トルク限界を決定するステップ６０８を更に含む
。これは上で議論したような様々な方法で行われてよい。具体的には、トルクリップルの
振幅及び位相を用いて受け取ったトルク限界を調節し、動的トルク限界を創り出す。一例
では、動的トルク限界は、切り取られた正弦波として現れる。幾つかの例では、動的トル
ク限界は、完全な正弦波として現れる。
【００６０】
　本明細書に記載する原理の使用を通じて、トルク出力が定められた限界を超えたか否か
についてのより正確な判断が達成される。これは、目標トルクがトルク限界に比較的近く
、モータが受けるトルクリップルがトルク出力に対して大きな影響を及ぼす状況において
、更に一層有用であり得る。これは制御システムがトルク限界を超過したことを誤って示
す状況又はトルク限界を超えたのを示すのを不適切に控える状況を減少させることができ
る。
【００６１】
　本発明の実施態様における１つ又はそれよりも多くの要素は、制御処理システムのよう
なコンピュータシステムのプロセッサ上で実行するソフトウェアにおいて実装（実施）さ
れてよい。ソフトウェアにおいて実装（実施）されるとき、本発明の実施態様の要素は、
本質的に、必要なタスクを実行するコードセグメントである。プログラム又はコードセグ
メントは、伝送媒体又は通信リンクを通じて搬送波において具現されるコンピュータデー



(13) JP 6820268 B2 2021.1.27

10

20

タ信号によってダウンロードされてよいプロセッサ可読記憶媒体又はデバイスに格納され
得る。プロセッサ可読記憶装置は、光学媒体、半導体媒体、及び磁気媒体を含む、情報を
格納し得る任意の媒体を含んでよい。プロセッサ可読記憶装置の例は、電子回路、半導体
デバイス、半導体メモリデバイス、読出し専用記憶装置（ＲＯＭ）、フラッシュメモリ、
消去可能なプログラム可能読取り専用記憶装置（ＥＰＲＯＭ）フロッピーディスケット、
ＣＤ－ＲＯＭ、光ディスク、ハードディスク、又は他の記憶デバイスを含む。コードセグ
メントは、インターネット、イントラネット等のような、コンピュータネットワークを介
してダウンロードされてよい。
【００６２】
　提示したプロセス及びディスプレイは、本質的に如何なる特定のコンピュータ又は他の
装置にも関係しない場合があることに留意のこと。様々な汎用システムが、本明細書中の
教示に従ったプログラムと共に用いられてよく、或いはより特殊化された装置を構築して
記載する操作を実行することが便利であると分かることがある。様々なこれらのシステム
のために必要な構造は、請求項中に要素として現れる。加えて、本発明の実施態様は、い
ずれかの特定のプログラミング言語を参照して記載されていない。様々なプログラミング
言語が用いて本明細書に記載する本発明の教示を実施してよいことが理解されるであろう
。
【００６３】
　本発明の特定の例示的な実施態様が記載され、添付の図面中に示されているが、そのよ
うな実施態様は、広範な発明を例示するものであるに過ぎず、それを限定するものでない
こと、並びに、本発明の実施態様は図示し且つ記載した特定の構造及び構成（配置）に限
定されないことが理解されるべきである。何故ならば、様々な他の変更が当業者の心に思
い浮かぶことがあるからである。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図１Ｃ】 【図１Ｄ】

【図２】 【図３Ａ】

【図３Ｂ】
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【図５】

【図６】
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